
第１１号議案 

業務規程及び送配電等業務指針変更に伴う系統アクセス業務に係る様式の新設について 

（案) 

現在、認可申請中の業務規程及び送配電等業務指針において、新たに定められる予定の「接

続検討の要否確認（同規程第７４条・同指針第８０条）」及び「発電量調整供給契約（発電

契約者と一般送配電事業者の間で締結）」に関する手続きとして、業務規程４０条第６項及

び送配電等業務指針第１０７条第１項により新たに様式を定め、適用開始日以降ウェブサイ

トに掲示するとともに、業務に適用する。

ただし、同規程及び同指針に変更が生じ、本様式に影響がある場合には見直すこととする。 

１. 新たに定める様式

(1)接続検討の要否確認に関する申込み及び回答

 様式 ＡＫｙ１ 接続検討要否確認依頼書（特別高圧） 

 様式 ＡＰｙ２ 接続検討要否確認依頼書（高圧） 

 様式 ＡＫｙ２ 接続検討の要否確認依頼に対する結果について（本機関用） 

 様式 ＡＰｙ３ 接続検討の要否確認依頼に対する結果について（一般送配電事業者用） 

(2)発電量調整供給契約

 様式 ＰＰ２ 発電量調整供給兼基本契約申込書 

２. 適用開始日

・業務規程及び送配電等業務指針の変更案が認可された後、速やかに適用する。

以上 

添付： 

別紙１：様式 ＡＫｙ１ 接続検討要否確認依頼書（特別高圧） 

別紙２：様式 ＡＰｙ２ 接続検討要否確認依頼書（高圧） 

別紙３：様式 ＡＫｙ２ 接続検討の要否確認依頼に対する結果について（本機関用） 

別紙４：様式 ＡＰｙ３ 接続検討の要否確認依頼に対する結果について（一般送配電事業者用） 

別紙５：様式 ＰＰ２  発電量調整供給兼基本契約申込書 





様式１

【特別高圧】 様式AKy1特高-20160401

平成　　年　　月　　日　　

住 所

( フ リ ガ ナ )
事 業 者 名

申 込 者 氏 名

接 続 検 討 要 否 確 認 依 頼 書

　電気事業法等の関係法令、政省令その他ガイドライン、電力広域的運営推進機関の送配電等業務指針及び関係する一
般送配電事業者の約款・要綱等を承認の上、以下のとおり接続検討の要否について確認を依頼します。

代表者氏名

 〒

(　　　 　   )

（１）発電設備等設置者名（フリガナ）
（仮称可）

（２）発電者の名称（フリガナ）
（発電所名、仮称可）

一般送配電事業者の親子法人等 該当有無

（３）発電設備等設置場所

（５）変更される発電設備等の概要

（４）連系先一般電気事業者

※電力広域的運営推進機関もしくは一般送配電事業者は、本申込書の情報を系統アクセス業務の実施のために使用します。

（６）連絡先

【連絡先】
　住所　〒
　事業者名
　所　　属
　担当者名（フリガナ）
　電　話
　FAX

e-mail

【技術的事項に関する連絡先（上記と異なる場合のみ記入）】
　住所　〒
　事業者名
　所　　属
　担当者名（フリガナ）
　電　話
　FAX

e-mail

（７）特記事項

御中

有 無

発電機 遮断器 昇圧用遮断器 保護装置 通信設備

その他設備（ ）

別紙１（高圧用）
※本様式２以降は、従前の接続検討申込書と同様
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様式１

【高圧】 様式APy2高圧-20160401

平成　　年　　月　　日　　

住 所

( フ リ ガ ナ )
事 業 者 名

申 込 者 氏 名

接 続 検 討 要 否 確 認 依 頼 書

　電気事業法等の関係法令、政省令その他ガイドライン、電力広域的運営推進機関の送配電等業務指針及び関係する一般
送配電事業者の約款・要綱等を承認の上、以下のとおり接続検討の要否について確認を依頼します。

代表者氏名

 〒

（３）発電設備等設置場所

（４）連系先一般電気事業者

(　　  )

（１）発電設備等設置者名（フリガナ）
（仮称可）

（２）発電者の名称（フリガナ）
（発電所名、仮称可）

（７）特記事項

※電力広域的運営推進機関もしくは一般送配電事業者は、本申込書の情報を系統アクセス業務の実施のために使用します。

（５）変更される発電設備等の概要

（６）連絡先

【連絡先】
　住所　〒
　事業者名
　所　　属
　担当者名（フリガナ）
　電　話
　FAX
e-mail

【技術的事項に関する連絡先（上記と異なる場合のみ記入）】
　住所　〒
　事業者名
　所　　属
　担当者名（フリガナ）
　電　話
　FAX
e-mail

御中

発電機 遮断器 昇圧用遮断器 保護装置 通信設備

その他設備（ ）

別紙２（高圧用）
※本様式２以降は、従前の接続検討申込書と同様
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様式 AKy2-20160401 

広域計系第●号 

平成●●年●月●日 

株式会社 

殿 

電力広域的運営推進機関 

系統アクセス室長 ●●● 

接続検討の要否確認依頼に対する結果について 

当機関は、貴社の接続検討の要否確認依頼ついて、業務規程第７４条第１項の規定に基

づき、●●電力株式会社に対して接続検討の要否の確認を依頼し、その検討結果について、

同条第２項の規定に基づき、妥当性を確認しました。 

つきましては、当機関は、業務規程第７４条第３項の規定に基づき、下記のとおり、結

果をご通知いたします。 

ご不明点やご質問等は、担当者までお問い合わせください。 

記 

１．申込概要 

（１）受付番号：●●●
（２）受付日 ：●●●

２．確認結果 

接続検討の要否 

接続検討申込みが必要となります。 

・ 

接続検討申込みは省略することができます。 

３．理由（上記で接続検討申込みが必要となる場合のみ記載） 

４．その他連絡事項 

以 上 

担当：系統アクセス室 ●● 

TEL：

Email： 

別紙３（本機関用） 

どちらかを

消して回答 
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様式 APy3-20160401 

平成○年○月○日 

○○○○株式会社

○○○長 殿

●●電力株式会社

○○○長

○ ○ ○ ○  

接続検討の要否確認依頼に対する結果について 

貴社による接続検討の要否確認依頼について、確認が完了しましたので、下記のとおり

お知らせいたします。ご不明点やご質問等は、担当者までお問い合わせください。 

記 

１．申込概要 

（１）受付番号：●●●
（２）受付日 ：●●●

２．確認結果 

接続検討の要否 

接続検討申込みが必要となります。 

・ 

接続検討申込みは省略することができます。 

３．理由（上記で接続検討申込みが必要となる場合のみ記載） 

４．その他留意事項 

以上 

担当 ○○

TEL：○○‐○○‐○○

Email：○○@○○

別紙４（一般送配電事業者用） 

どちらかを

消して回答 
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御中

１．発電契約者等

名　　称　：

役　　職　：

氏　　名　：　

住　　所 ：

所　　属　：

氏　　名　： 

住　　所　：

電話・FAX　 ：

E-mail ：

２．申込内容

件

件

契約廃止 件

設備撤去 件

件

件

様式PP2-20160401

（選択して下さい）

平成　　年　　月　　日

（選択して下さい）

発　電　契　約　者　名

本申込書を受領する一般送配電事業者は，発電量調整供給等の申込みおよび実施に際して得た情報を，託
送供給等を実施する目的以外に使用いたしません。

発電量調整供給の
開始希望日

別紙のとおり

その他の変更
（ ）

契約受電電力の変更

連　　絡　　者　　名

（事務的内容と技術的内容
で別の方への連絡をご要望
の場合は併記ください）

受電側接続検討と
同時の申込希望

特記事項

地点の追加

　発電量調整供給等に関する契約について，貴社の託送供給等約款を承認のうえ，以下のとおり申込みま
す。
　なお，受電側接続検討申込書および回答書内容を前提として申込みます。

申込件数
申込内容

地点の削除

受電地点

契約受電電力の変更を伴わない
設備変更

受電地点ごとの事項

発 電 量 調 整 供 給 兼 基 本 契 約 申 込 書

印印印

別紙５（一般送配電事業者向け）
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〒

（選択して下さい）

発電種類

従来：

kＷ

Ｖ

予備送電
サービスＢ

今回：

計量電圧

計量電圧

契約電力

受電電圧

今回：

パルス受給の要否

今回：

今回：

自家消費電力（所内電力含む）

発電設備容量（合計）

（選択して下さい）

kＷkＷ

kＷ

契約電力

Ｖ Ｖ

kＷ従来：

Ｖ Ｖ

従来：

主任技術者名
連絡先

今回：

従来：

従来：

今回：

従来：

kＷ

従来：

Ｖ

kＷ

kＷ

Ｖ

Ｖ

従来：Ｖ

従来：

従来：

kＷ

Ｖ

Ｖ

Ｖ

今回：

kＷ

計量電圧

契約受電電力

予備送電
サービスＡ

同時最大受電電力 今回：

受電電力

受電電圧

今回：

発電者窓口
連絡先

発電場所住所

受電地点
（財産責任分界点）

申込内容

今回：

kＷ kＷ

受電電圧

従来：

発電者の名称（発電所名）

今回：

今回：

従来：

託送供給等約款における発電者に関
する事項の遵守について承諾いただ

いているか
（選択して下さい）

受電電気方式

発電量調整供給兼基本契約申込書別紙【発電場所の概要】

（カタカナ）※全角

発電量調整供給
開始希望日

受電地点特定番号*半角22桁

会社・所属

電話番号

従来：

今回：

氏名

電話番号

会社・所属

氏名

その他特記事項

本申込に関連する接続検討回答書

（選択して下さい） 

発電ＢＧコード （選択して下さい）

固定価格買取制度の利用有無
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[第１１号議案 参考資料] 

 

業務規程及び送配電等業務指針変更に伴う系統アクセス業務に係る様式の新設について 

 

 

現在、認可申請中の業務規程及び送配電等業務指針において、新たに定められる予定の「接

続検討の要否確認（同規程第７４条・同指針第８０条）」及び「発電量調整供給契約（発電契

約者と一般送配電事業者の間で締結）」に関する手続きとして、業務規程４０条第６項及び送

配電等業務指針第１０７条第１項により新たに様式を定め、適用開始日以降ウェブサイトに

掲示するとともに、業務に適用する。 

ただし、同規程及び同指針に変更が生じ、本様式に影響がある場合には見直すこととする。 

 

１. 新たに定める様式 

(1) 接続検討の要否確認に関する申込み及び回答 

 様式 ＡＫｙ１ 接続検討要否確認依頼書（特別高圧） 

 様式 ＡＰｙ２ 接続検討要否確認依頼書（高圧） 

 様式 ＡＫｙ２ 接続検討の要否確認依頼に対する結果について（本機関用） 

 様式 ＡＰｙ３ 接続検討の要否確認依頼に対する結果について（一般送配電事業者用） 

 

(2) 発電量調整供給契約 

 様式 ＰＰ２  発電量調整供給兼基本契約申込書 

 

２. 適用開始日 

 ・業務規程及び送配電等業務指針の変更案が認可された後、速やかに適用する。 

 

以上 

添付： 

別紙１：様式 ＡＫｙ１ 接続検討要否確認依頼書（特別高圧） 

別紙２：様式 ＡＰｙ２ 接続検討要否確認依頼書（高圧） 

別紙３：様式 ＡＫｙ２ 接続検討の要否確認依頼に対する結果について（本機関用） 

別紙４：様式 ＡＰｙ３ 接続検討の要否確認依頼に対する結果について（一般送配電事業者用）  

別紙５：様式 ＰＰ２  発電量調整供給兼基本契約申込書 

 参 考：接続検討の要否確認について 
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[参考１] 

接続検討の要否確認について 

１.業務規程・送配電等業務指針（改定後）

 送配電等業務指針

（接続検討の申込み） 

第７９条 発電設備等と高圧又は特別高圧の送電系統の連系等を希望する系統連系希望者は、次の各号

に掲げる場合においては、契約申込みに先立ち、接続検討の申込みを行わなければならない。 

一 発電設備等を新設又は増設する場合 

二  発電設備等の全部若しくは一部又は付帯設備の変更（更新を含み、以下、本条及び次条において

「発電設備等の変更」という。）を行う場合。但し、次のア又はイに該当するときは除く。 

ア 接続検討申込書の記載事項に変更が生じないとき

イ 次条に基づき、一般送配電事業者が接続検討を不要と判断したとき

三 発電設備等の運用の変更又は発電設備等の設置場所における需要の減少等に伴って送電系統への

電力の流入量が増加する場合 

四 既設の発電設備等が連系する送電系統の変更を希望する場合（但し、容量を確保すべき送電系統の

変更を伴わない場合を除く。） 

２  高圧又は特別高圧の送電系統への連系等を希望する系統連系希望者は、前項に掲げる場合以外に

おいても、接続検討の申込みを行うことができる。 

（発電設備等の変更に伴う接続検討の要否確認） 

第８０条  系統連系希望者は、発電設備等の変更を行う場合において、次の各号に該当するときは、

連系等を希望する発電設備等の連系先となる送電系統を運用する一般送配電事業者に対し、接続検討

の要否を確認することができる。 

一 最大受電電力の変更がないとき 

二 最大受電電力が減少するとき 

三 受電設備、変圧器、保護装置、通信設備その他の付帯設備を変更するとき 

四 その他発電設備等の変更の内容が軽微である場合 

２ 前項にかかわらず、特定系統連系希望者については、本機関に対して、接続検討の要否確認を行う

ことができる。但し、経済産業大臣から一般送配電事業の許可を受けている系統連系希望者又は一般

送配電事業者が親子法人等である系統連系希望者が、特定発電設備等に関係する接続検討の要否の確

認を希望する場合は、本機関に対し、要否の確認を行わなければならない。 

３ 一般送配電事業者は、接続検討の要否確認を受けた場合において、接続検討の要否について検討を

行う。この場合、一般送配電事業者は、発電設備等の変更に伴う事実関係の変動で新たな系統増強工

事や運用上の制約が発生しないことが明らかであるときに限り、接続検討を不要とすることができる。 

４ 一般送配電事業者は、前項の検討完了後速やかに、接続検討の要否確認を行った系統連系希望者に

対して、確認結果を通知する。 

５ 系統連系希望者は、接続検討の要否の確認を行った場合は、一般送配電事業者の求めに応じ、必要

な情報を提供しなければならない。 
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 業務規程 

（接続検討の要否確認） 

第７４条  本機関は、発電設備等の全部若しくは一部又は付帯設備の変更（更新を含む。）を行う場合

において、特定系統連系希望者から接続検討の要否の確認を受けた場合、一般送配電事業者たる会員

に対して、接続検討の要否の確認を依頼する。 

２ 本機関は、一般送配電事業者たる会員から前項の確認結果の提出を受けた場合は、その結果の妥当

性について確認し、検討結果が妥当でないと認めるときは、理由を付して一般送配電事業者たる会員

に再検討を求める。本機関は、一般送配電事業者たる会員から再検討結果の提出を受けたときは、再

度、本項に準じ確認を行う。 

３ 本機関は、一般送配電事業者たる会員の接続検討の要否確認の検討結果が妥当であると認めるとき

は、特定系統連系希望者に対し、その結果を通知する。 

 

 

２. 業務フローと新設様式の位置づけ 

広域機関へ依頼された場合

一般送配電事業者へ依頼された場合

系統連系希望者 広域機関 一般送配電事業者

要否確認

依頼

受領

受領

要否確認

依頼(AKy1)

依頼

確認結果受領

妥当性確認

受領

依頼(AKy1 or APy2)

結果通知
(AKy2)

回答

結果通知
(APy3)

結果により、接続検討申込み

もしくは、契約申込み。

妥当

妥当でない

(再検討)

新たな様式
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様式１

【特別高圧】 様式AKy1特高-20160401

平成　　年　　月　　日　　

住 所

( フ リ ガ ナ )
事 業 者 名

申 込 者 氏 名

接 続 検 討 要 否 確 認 依 頼 書

　電気事業法等の関係法令、政省令その他ガイドライン、電力広域的運営推進機関の送配電等業務指針及び関係する一
般送配電事業者の約款・要綱等を承認の上、以下のとおり接続検討の要否について確認を依頼します。

代表者氏名

 〒

(　　　 　   )

（１）発電設備等設置者名（フリガナ）
（仮称可）

（２）発電者の名称（フリガナ）
（発電所名、仮称可）

一般送配電事業者の親子法人等 該当有無

（３）発電設備等設置場所

（５）変更される発電設備等の概要

（４）連系先一般電気事業者

※電力広域的運営推進機関もしくは一般送配電事業者は、本申込書の情報を系統アクセス業務の実施のために使用します。

（６）連絡先

【連絡先】
　住所　〒
　事業者名
　所　　属
　担当者名（フリガナ）
　電　話
　FAX

e-mail

【技術的事項に関する連絡先（上記と異なる場合のみ記入）】
　住所　〒
　事業者名
　所　　属
　担当者名（フリガナ）
　電　話
　FAX

e-mail

（７）特記事項

御中

有 無

発電機 遮断器 昇圧用遮断器 保護装置 通信設備

その他設備（ ）

別紙１（高圧用）
※本様式２以降は、従前の接続検討申込書と同様
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様式１

【高圧】 様式APy2高圧-20160401

平成　　年　　月　　日　　

住 所

( フ リ ガ ナ )
事 業 者 名

申 込 者 氏 名

　

接 続 検 討 要 否 確 認 依 頼 書

　

　電気事業法等の関係法令、政省令その他ガイドライン、電力広域的運営推進機関の送配電等業務指針及び関係する一般
送配電事業者の約款・要綱等を承認の上、以下のとおり接続検討の要否について確認を依頼します。

代表者氏名

 〒

（３）発電設備等設置場所

（４）連系先一般電気事業者

(　　　　　　　　　　　　   )

（１）発電設備等設置者名（フリガナ）
　　 （仮称可）

（２）発電者の名称（フリガナ）
　　 （発電所名、仮称可）

（７）特記事項

※電力広域的運営推進機関もしくは一般送配電事業者は、本申込書の情報を系統アクセス業務の実施のために使用します。

（５）変更される発電設備等の概要

（６）連絡先

【連絡先】
　住所　〒
　事業者名
　所　　属
　担当者名（フリガナ）
　電　話
　FAX
　e-mail

【技術的事項に関する連絡先（上記と異なる場合のみ記入）】
　住所　〒
　事業者名
　所　　属
　担当者名（フリガナ）
　電　話
　FAX
　e-mail

御中

発電機 遮断器 昇圧用遮断器 保護装置 通信設備

その他設備（ ）

別紙２（高圧用）
※本様式２以降は、従前の接続検討申込書と同様
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様式 AKy2-20160401 

広域計系第●号 

平成●●年●月●日 

株式会社 

殿 

電力広域的運営推進機関 

系統アクセス室長 ●●● 

接続検討の要否確認依頼に対する結果について 

当機関は、貴社の接続検討の要否確認依頼ついて、業務規程第７４条第１項の規定に基

づき、●●電力株式会社に対して接続検討の要否の確認を依頼し、その検討結果について、

同条第２項の規定に基づき、妥当性を確認しました。 

つきましては、当機関は、業務規程第７４条第３項の規定に基づき、下記のとおり、結

果をご通知いたします。 

ご不明点やご質問等は、担当者までお問い合わせください。 

記 

１．申込概要 

（１）受付番号：●●●
（２）受付日 ：●●●

２．確認結果 

接続検討の要否 

接続検討申込みが必要となります。 

・ 

接続検討申込みは省略することができます。 

３．理由（上記で接続検討申込みが必要となる場合のみ記載） 

４．その他連絡事項 

以 上 

担当：系統アクセス室 ●● 

TEL：

Email： 

別紙３（本機関用） 

どちらかを

消して回答 
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様式 APy3-20160401 

平成○年○月○日 

  

○○○○株式会社 

    ○○○長 殿 

 

●●電力株式会社 

      ○○○長   

○ ○ ○ ○   

 

 

 

 

接続検討の要否確認依頼に対する結果について 
 

 

 

貴社による接続検討の要否確認依頼について、確認が完了しましたので、下記のとおり

お知らせいたします。ご不明点やご質問等は、担当者までお問い合わせください。 

 

 
記 

１．申込概要 

（１）受付番号：●●● 
（２）受付日 ：●●● 

 
２．確認結果 

接続検討の要否 

接続検討申込みが必要となります。 

・ 

接続検討申込みは省略することができます。 

 
 
３．理由（上記で接続検討申込みが必要となる場合のみ記載） 
 
 
 
４．その他留意事項 
 
 
 
 

以上 

担当 ○○ 

TEL：○○‐○○‐○○ 

Email：○○@○○ 

別紙４（一般送配電事業者用） 

どちらかを

消して回答 
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御中

１．発電契約者等

名　　称　：

役　　職　：

氏　　名　：　

住　　所 ：

所　　属　：

氏　　名　： 

住　　所　：

電話・FAX　 ：

E-mail ：

２．申込内容

件

件

契約廃止 件

設備撤去 件

件

件

様式PP2-20160401

（選択して下さい）

平成　　年　　月　　日

（選択して下さい）

発　電　契　約　者　名

本申込書を受領する一般送配電事業者は，発電量調整供給等の申込みおよび実施に際して得た情報を，託
送供給等を実施する目的以外に使用いたしません。

発電量調整供給の
開始希望日

別紙のとおり

その他の変更
（ ）

契約受電電力の変更

連　　絡　　者　　名

（事務的内容と技術的内容
で別の方への連絡をご要望
の場合は併記ください）

受電側接続検討と
同時の申込希望

特記事項

地点の追加

　発電量調整供給等に関する契約について，貴社の託送供給等約款を承認のうえ，以下のとおり申込みま
す。
　なお，受電側接続検討申込書および回答書内容を前提として申込みます。

申込件数
申込内容

地点の削除

受電地点

契約受電電力の変更を伴わない
設備変更

受電地点ごとの事項

発 電 量 調 整 供 給 兼 基 本 契 約 申 込 書

印印印

別紙５（一般送配電事業者向け）

-15-



〒

（選択して下さい）

発電種類

従来：

kＷ

Ｖ

予備送電
サービスＢ

今回：

計量電圧

計量電圧

契約電力

受電電圧

今回：

パルス受給の要否

今回：

今回：

自家消費電力（所内電力含む）

発電設備容量（合計）

（選択して下さい）

kＷkＷ

kＷ

契約電力

Ｖ Ｖ

kＷ従来：

Ｖ Ｖ

従来：

主任技術者名
連絡先

今回：

従来：

従来：

今回：

従来：

kＷ

従来：

Ｖ

kＷ

kＷ

Ｖ

Ｖ

従来：Ｖ

従来：

従来：

kＷ

Ｖ

Ｖ

Ｖ

今回：

kＷ

計量電圧

契約受電電力

予備送電
サービスＡ

同時最大受電電力 今回：

受電電力

受電電圧

今回：

発電者窓口
連絡先

発電場所住所

受電地点
（財産責任分界点）

申込内容

今回：

kＷ kＷ

受電電圧

従来：

発電者の名称（発電所名）

今回：

今回：

従来：

託送供給等約款における発電者に関
する事項の遵守について承諾いただ

いているか
（選択して下さい）

受電電気方式

発電量調整供給兼基本契約申込書別紙【発電場所の概要】

（カタカナ）※全角

発電量調整供給
開始希望日

受電地点特定番号*半角22桁

会社・所属

電話番号

従来：

今回：

氏名

電話番号

会社・所属

氏名

その他特記事項

本申込に関連する接続検討回答書

（選択して下さい） 

発電ＢＧコード （選択して下さい）

固定価格買取制度の利用有無
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平成〇〇年〇〇月〇〇日

御中

１．発電契約者等

名　　称　：

役　　職　：

氏　　名　：　

住　　所　　　：

所　　属　：

氏　　名　： 

住　　所　：

電話・FAX　 ：

E-mail ：

２．申込内容

件

件

契約廃止 件

設備撤去 件

件

件

様式PP2-20160401

（選択して下さい）

発 電 量 調 整 供 給 兼 基 本 契 約 申 込 書

　発電量調整供給等に関する契約について，貴社の託送供給等約款を承認のうえ，以下のとおり申込みま
す。
　なお，受電側接続検討申込書および回答書内容を前提として申込みます。

発　電　契　約　者　名

○○株式会社

代表取締役

○○　○○

〒△△△－△△△△　○○県○○市○－○－○

連　　絡　　者　　名

（事務的内容と技術的内容
で別の方への連絡をご要望
の場合は併記ください）

○○部

△△　△△

〒△△△－△△△△　○○県○○市○－○－○

04-1234-5678

**********＠○○○.co.jp

発電量調整供給の
開始希望日

別紙のとおり

受電側接続検討と
同時の申込希望

（選択して下さい）

受電地点ごとの事項

申込内容
申込件数

受電地点

地点の追加 1

契約受電電力の変更

地点の削除

本申込書を受領する一般送配電事業者は，発電量調整供給等の申込みおよび実施に際して得た情報を，託
送供給等を実施する目的以外に使用いたしません。

契約受電電力の変更を伴わない
設備変更

その他の変更
（　　名義変更　　）

特記事項

印印印

リストから選択

して下さい。
取り壊し等により設

備を撤去する場合

は、設備撤去に記

載下さい。

・希望する

・希望しない

名義変更や住所変更

等を行う際に記載下さ

い。

契約者住所と異な
る住所に請求書等
の送付を希望され
る場合はこちらに
記載下さい。

申込内容の件数

を記載下さい。

（記載例）
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発電量調整供給兼基本契約申込書別紙【発電場所の概要】

（カタカナ）※全角 マルマスカブシキカイシャ　サンカクビル

発電者の名称（発電所名） ○○株式会社　△△ビル

受電地点特定番号*半角22桁 1234567891234567891234

発電場所住所
〒 123-4567

○○県○○市○－○－○

受電地点
（財産責任分界点）

発電者の施設した第１号柱上の●●電力の架空引込線と発電者の開閉器電源側接続点
※受電地点が未定又は変更がなければ「別途協議」、「従来と変更なし」とご記入くだ

さい

申込内容 （選択して下さい）

発電量調整供給
開始希望日

平成〇〇年〇〇月〇〇日

託送供給等約款における発電者に関
する事項の遵守について承諾いただ

いているか
（選択して下さい）

契約受電電力

受電電力 今回： 1,990 kＷ 従来：

受電電圧 今回： 6,000 Ｖ

Ｖ

kＷ

受電電気方式 今回： 交流３相３線式 従来：

従来： Ｖ

計量電圧 今回： 6,000 Ｖ 従来：

受電電圧

同時最大受電電力 今回： 1,990 kＷ 従来：

Ｖ

kＷ

予備送電
サービスＡ

契約電力 今回： kＷ 従来： kＷ

今回： Ｖ 従来：

受電電圧

計量電圧 今回： Ｖ 従来：

Ｖ

Ｖ

予備送電
サービスＢ

契約電力 今回： kＷ 従来： kＷ

Ｖ 従来：

今回： Ｖ 従来：

Ｖ

自家消費電力（所内電力含む） 今回： 0 kＷ 従来： kＷ

計量電圧 今回：

発電設備容量（合計） 今回： 1,990 kＷ 従来： kＷ

パルス受給の要否 否

発電者窓口
連絡先

会社・所属 所属：○○部 氏名：○○　○○

氏名 ○○　○○ 電話番号 03-5678-1234

主任技術者名
連絡先

会社・所属 ○○電気管理事務所　所属：△△部

氏名 △△　△△ 電話番号 04-1234-5678

発電ＢＧコード 12345 発電種類 （選択して下さい）

固定価格買取制度の利用有無 （選択して下さい） 

本申込に関連する接続検討回答書 ＪＫ_１６ＧＨＺ〇〇〇〇〇〇

その他特記事項

・受電地点が（複数買取or全量買取）となります。

・自動検針方式；携帯方式希望

・設備認定ＩＤを記載 ・系統コードを記載

・地点の追加（新設）申込みにおいては，需給側が接続供給申込み済みである

ことを明記下さい。

③申込内容リスト

・地点の追加（新設）

・地点の追加（既設・設備変更あり）
・地点の追加（既設・設備変更なし）

・地点の廃止（設備撤去なし）

・地点の廃止（設備撤去あり）

・契約受電電力の変更（設備変更あり）

・契約受電電力の変更（設備変更なし）

・契約受電電力の変更を伴わない設備変更

②郵便番号は必ず記載下さい。

②

④承諾書の有無について記載下さい。

・発電者に承諾いただいてる。

③

⑤

⑤増減設工事申込み以外、記載不要でも構いません。

⑥

⑥契約者様が必要とする場合は「要」を選択して下さい。

要の場合「その他特記事項」欄に工事希望日等をご記載下さい。

⑦広域的運営推進機関が発番する発電BGコードをご記入下さい。

⑦ ⑧
⑨

⑧発電種別リスト

・太陽光

・水力

・風力

・ﾊﾞｲｵﾏｽ

・火力

・揚水・蓄電池

・原子力

・地熱

・その他

⑨固定買取価格制度の利用有無リスト

・利用する特例制度①（変動）激変緩和措置対象

・利用する特例制度①（変動）激変緩和措置対象外

・利用する特例制度①（非変動）激変緩和措置対象

・利用する特例制度①（非変動）激変緩和措置対象外

・利用する特例制度②激変緩和措置対象

・利用する特例制度②激変緩和措置対象外

・利用する特例制度を適用しない激変緩和措置対象

・利用する特例制度を適用しない激変緩和措置対象外

⑩接続検討回答書等に記載している当該発電所の接続検討を実施した管理番号の

記載をお願いします。
⑩

⑪ ⑪その他特記事項

・系統コードの記載は必ずお願いします。

・発電側のスイッチング申込み時，“繰上”の検針日を希望される場合はその他特記事項に

補記をお願いいたします。（例：「繰上」検針日を希望します）

①

①受電地点特定番号（22桁）の記載をお願いします。（新設を除く）

④
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